新座市役所本庁舎耐震化整備基本方針
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平成２６年１月
新　座　市
	新座市役所本庁舎耐震化整備基本方針
新座市役所本庁舎の耐震化整備については、庁舎に求められる機能・性能の確保や市民の利便性、費用対効果などを総合的に勘案し、新庁舎の建設を基本方針とする。

１　建設用地は、現本庁舎敷地に隣接する職員第１駐車場（借地：３,７８５㎡）及び市民会館第２駐車場の一部とする。

２　建物は、鉄骨造（免震構造）、地下１階地上５階建てとする。

３　新庁舎の規模は、延床面積約１２,０００㎡を基本とする。

４　本体工事費（現庁舎解体含む）は約６１億円、そのほかに用地費、引越し費用等として約４.７億円を想定する。

５　整備時期（本体工事）については、平成２８年及び平成２９年とする（平成３０年１月供用開始）。

６　新庁舎の機能等は、基本計画の策定及び基本設計において検討する。

７　現本庁舎敷地は、新庁舎に機能を移した後、現本庁舎を取り壊し、駐車場等として活用する。

８　財源は、庁舎建設改修基金、地方債などを想定するが、一般財源からの支出が抑えられるように、国の助成制度の活用など財源の確保に努める。


□　新庁舎建設の流れ
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□　新庁舎の建設用地（職員第１駐車場及び市民会館第２駐車場の一部）
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□　新庁舎建設の概算事業費

	項　　目（実施年度）
	金　　額（千円/税込）

	建設費〈外構建築工事を含む〉(H28～29)
	5,160,210

	既存庁舎解体費 (H30)
	393,030

	設計監理費〈工事費の10％〉(H26～30)
	551,571

	小　計
	6,104,811

	引越し費（H30）
	14,331

	用地費（職員第１駐車場3,785㎡）
	454,200

	合　計
	6,573,342

（消費税　H26･27：8％、H28～：10％）


□　新庁舎建設事業費の財源内訳
	項　　目
	事業費（百万円）
	備　　考

	総事業費
	6,573
	

	
	うち地方債対象事業費
	6,066
	解体費用、引越費用は地方債対象外

	財源
内訳
	地方債
	4,549
	庁舎整備充当率75％

	
	庁舎建設改修基金
	1,500
	平成25～27年度積立（5億円/年）

	
	一般財源
	524
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□　新庁舎のイメージ

□　新庁舎建設基本計画・基本設計の検討体制

	本庁舎耐震化整備基本方針
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	新庁舎建設

基本計画
	
	基本設計
	
	実施設計
	
	建設工事
	
	新庁舎開庁


	検討体制
	委員構成
	設置目的

	
	新庁舎建設推進本部
	庁議構成員（14人）
	基本計画・基本設計への市の意見の反映を行う。適宜、特別委員会・市民検討会議に報告・説明を行い、市議会・市民等の意見・提言等を基本計画・基本設計に反映する。

	
	作業部会
	
	基本計画・基本設計に係る各種課題について幅広い視点から調査検討し、検討結果を本部に報告する。

	市庁舎耐震化整備に

関する特別委員会
	市議会
	基本計画・基本設計について、本部に意見、提言等を行う。

	新庁舎建設市民検討会議
	学識経験者

公募市民

市長推薦
	基本計画・基本設計について、本部に意見、提案等を行う。


○新庁舎の建設に係るスケジュール
	年度
	２５
	２６
	２７
	２８
	２９
	３０

	基本方針の決定
	[image: image11.png]


[image: image12.jpg]


[image: image13.jpg]”‘i%;\




[image: image14.jpg]


[image: image15.png]VENERHAT R FRRE
+e20u]

T ReEH : 02270

-
~

I

// L;\
L4

=B
H_.,.%(

i
Hla





　○
[image: image16.jpg]_T_;_
=il
SWMEvE
=/
|
ey

2 _{_
o |
©®
vizvia

i
il
ibe
|

1§
|

LR B
|4. , Il%u o [yl 1o o @
gy ? 0t

|=

G

i
L —
R
=

HasR L aE R
RS RSN e



○
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	新庁舎建設基本計画・基本設計
	市議会
	市庁舎耐震化整備に
関する特別委員会
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新座市役所本庁舎耐震化整備の検討経過
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１　検討の趣旨
新座市役所本庁舎は、平成２３年度に実施した耐震診断で、震度６強から震度７程度の規模の地震に対して、倒壊又は崩壊する危険性があることが判明した。
市では、この診断結果を受け、市民の皆さんに安心して利用していただくことができ、大規模災害発生時に災害対策活動の拠点として機能する市庁舎の耐震化整備を進めるために、その整備方法について検討を行ったものである。
２　これまでの耐震化の取組経過
	平成７年１月１７日
	・阪神・淡路大震災発生（マグニチュード7.3）

	平成７年１２月２５日
	・建築物の耐震改修の促進に関する法律施行
→昭和56年以前の建物（新耐震基準以前の建物）に耐震診断が義務づけられる。

	平成７年度
	・市庁舎、小・中学校の耐震診断を実施
→耐震補強が必要との診断結果

	平成８～１７年度
	・市庁舎の耐震化よりも児童・生徒の安全確保を最優先として、全小・中学校の校舎・体育館の耐震改修を計画的に実施（大和田小学校は平成14年度に建替え）
→全国の自治体に先駆けて、耐震化率100％を達成

	平成２２年度
	・市民会館・中央図書館の耐震診断を実施
→耐震補強が必要との診断結果

	平成２３年３月１１日
	・東日本大震災発生（マグニチュード9.0）

	平成２３年度
	・市役所本庁舎の耐震診断を実施
→震度6強から震度7程度の規模の地震に対して倒壊又は崩壊する危険性があることが判明

	平成２４～２５年度
	・市民会館・中央図書館の耐震補強・大規模改修を実施
（平成25年5月1日リニューアルオープン）

	平成２４年４月～
	・新座市行財政改革推進本部に市庁舎耐震化検討部会を設置し、市役所本庁舎の耐震化整備方法について多方面から検討（10回開催）
・平成25年度からは建築構造や事業手法について、設計コンサルタントから技術的検証、専門的な指導・助言を受ける。

	平成２４年９月～
	・市議会に市庁舎耐震化整備に関する特別委員会が設置され、市庁舎耐震化整備について調査研究（9回開催）

	平成２５年１０月
	・「建替え」を最善の方策とする新座市役所本庁舎耐震化整備基本方針（案）を策定

	平成２５年１０月１５日
	・市庁舎耐震化整備に関する特別委員会に基本方針（案）と今後の予定を説明

	平成２５年１１月
	・広報にいざ１１月号、市ホームページで基本方針（案）と検討経過を市民に公表

	平成２５年１１月１０日～１２月８日
	・市内６地区で市民説明会を開催し、基本方針（案）と検討経過を説明（参加者 延べ６１人：本庁舎の建替えに賛成する意見や賛成を前提とする質問・意見がほとんどで明確に反対する意見なし）

	平成２５年１２月３日
	・市議会の全員協議会で基本方針（案）と今後の予定を説明

	平成２５年１２月１日

～１２月２７日
	・広報にいざ１２月号、市ホームページで基本方針（案）に対する意見募集（６人から７件の意見提出：いずれも庁舎の建替えに賛成する意見や賛成を前提とする意見）

	平成２６年１月８日
	・行財政改革推進本部で市民説明会及び市民からの意見募集の結果等を踏まえ協議し、本庁舎の建替えを市の基本方針とすることを確認

	平成２６年１月１７日
	・市議会の全員協議会で本庁舎の建替えを市の基本方針とすることを説明

・新座市役所本庁舎耐震化整備基本方針を庁議決定


３　市役所本庁舎の概要

	
	本庁舎
	第２庁舎

	
	高層棟
	低層棟
	

	竣工
	昭和４９年
	平成９年

	築年数
	３９年
	１６年

	構造
	ＳＲＣ造
	ＲＣ造
	Ｓ造

	階数
	地下１階地上８階
	地下１階地上２階
	地上５階

	延床面積
	４,４６６.７６㎡
	４,２３９.２２㎡
	２,４８８.０８㎡

	
	８,７０５.９８㎡
	


	
	１１,１９４.０６㎡

	敷地面積
	８,４７２.４９㎡

	都市計画制限
	用途地域　第１種住居地域（建ぺい率60％、容積率200％）

高度地区　絶対高さ25ｍ、日影規制　4時間－2.5時間 4ｍ(高さ10ｍ超える建物)


（本庁舎の構造イメージ図）
	
	
	
	8階
	
	

	
	
	
	7階
	
	

	
	
	
	6階
	
	

	
	
	
	5階
	
	

	
	
	
	4階
	
	

	
	
	
	3階
	
	

	
	2階
	
	2階
	
	2階

	
	1階
	
	1階
	
	1階

	地下駐車場
	地下1階
	
	地下1階
	
	地下1階

	
	低層棟
	
	高層棟
	
	低層棟



＊EXP.J（Expansion Joint）…構造物

 HYPERLINK "http://www.weblio.jp/content/%E7%9B%B8%E4%BA%92" \o "相互の意味" 相互を緊結せずに接続する方法で、熱膨張や収縮、地震などによる振動

 HYPERLINK "http://www.weblio.jp/content/%E3%81%AB%E5%AF%BE%E3%81%97%E3%81%A6" \o "に対しての意味" に対して、構造物に応力が生じないようにするために用いる。


４　現庁舎の課題

(1)　耐震性の欠如
平成２３年度に実施した耐震診断の結果では、下表のとおり高層棟の地下１階・１階でIs値が判定指標値（Iso）０.７５を若干下回り、Ｘ方向のCTU・SD値が６階から８階で指標値０.３５を若干下回った。また、低層棟では地下１階の一部を除きIs値が判定指標値（Iso）０.７５を大きく下回り、震度６強から震度７程度の規模の地震に対して、倒壊又は崩壊する危険性があるという結果となった。
この結果から、本庁舎については、庁舎内の市民生活に関わる多くの機能や大切な情報などを守り、市役所の機能を維持して、防災・災害復興拠点としての役割を果たすには困難な状況にあり、早急に耐震化に向けた整備が必要である。
（平成２３年度に実施した本庁舎の耐震診断結果）

◇高層棟（SRC造）
	判定指標値　Iso≧0.75、CTUSD≧0.35

	階
	Ｘ方向（こもれび通りと平行）
	Ｙ方向（平林寺大門通りと平行）

	
	Is
	CTUSD
	判定
	Is
	CTUSD
	判定

	８
	0.99
	0.34
	ＮＧ
	1.02
	0.35
	ＯＫ

	７
	0.99
	0.34
	ＮＧ
	1.02
	0.35
	ＯＫ

	６
	1.00
	0.34
	ＮＧ
	1.03
	0.35
	ＯＫ

	５
	0.89
	0.35
	ＯＫ
	1.15
	0.37
	ＯＫ

	４
	1.01
	0.40
	ＯＫ
	1.14
	0.36
	ＯＫ

	３
	0.93
	0.36
	ＯＫ
	0.91
	0.36
	ＯＫ

	２
	0.81
	0.42
	ＯＫ
	0.80
	0.41
	ＯＫ

	１
	0.71
	0.42
	ＮＧ
	0.70
	0.41
	ＮＧ

	Ｂ１
	0.71
	0.42
	ＮＧ
	0.70
	0.41
	ＮＧ


◇低層棟（RC造）
	判定指標値　Iso≧0.75、CTUSD≧0.375

	階
	Ｘ方向（こもれび通りと平行）
	Ｙ方向（平林寺大門通りと平行）

	
	Is
	CTUSD
	判定
	Is
	CTUSD
	判定

	２
	0.42
	0.44
	ＮＧ
	0.27
	0.28
	ＮＧ

	１
	0.51
	0.24
	ＮＧ
	0.63
	0.44
	ＮＧ

	Ｂ１
	0.68
	0.30
	ＮＧ
	0.76
	0.79
	ＯＫ


※　「官庁施設の総合耐震計画基準」（国土交通省）の判定指標値を使用
※　耐震診断結果の妥当性の確認のため、第三者機関である「耐震判定委員会」に評価を依頼し、正式な評定結果を受けている。
※　構造耐震指標等の評価は、方向（水平面のＸ方向、Ｙ方向）・階別に算定される。全方向・全階で判定指標を満足している場合に安全（想定する地震動に対して所要の耐震性を確保している）と判断し、そうでない場合は耐震化が必要とされる。
	○Is（構造耐震指標）…柱や壁の強度を計算し、建物の強度や粘り、建物の形状、経年状況も考慮して建物の耐震性を判断するときの指標で、耐震改修促進法では、耐震指標の判断基準をIs値0.6以上として、それ以下の建物は、耐震補強の必要性があると判断される。
○CTUSD（累積強度指標）…地震による水平方向の力に対し、それに対応する建物の強さを表す数値で、値が高いほど地震に強い建物とされている。
○「官庁施設の総合耐震計画基準」（国土交通省）では、災害応急対策活動に必要な官庁施設等は特に耐震安全性を高める必要があることから、下表のとおり「重要度係数」1.25をそれぞれの指標に乗じたものを判定指数値としている。

判定指標値
Is
CTUSD
ＳＲＣ造
ＲＣ造

耐震改修促進法で必要としている値(a)

0.6以上

0.28以上

0.3以上

官庁施設の総合耐震計画基準（a×1.25）
0.75以上

0.35以上
0.375以上



(2)　施設老朽化による維持管理費の増大
本庁舎は、昭和４９年に建設され、築３９年が経過しているため、耐震強度が不足しているだけでなく、給排水などの設備の老朽化が著しく、建物・設備の補修、改修に毎年多額の費用が必要となっている。エネルギー効率も低いので、今後の老朽化による維持管理費の増大が懸念される。

(3)　狭隘化による窓口・執務環境の低下
業務量の増大等により執務室の狭隘化が進み、会議室や倉庫等についても不足するとともに、市民サービス向上のための窓口フロアの集約が困難であり、相談窓口におけるプライバシーが十分に確保できていないなど、市民の利便性も損なわれている。職員一人当たりの延床面積も他市と比較して極めて低い数字となっている。

また、公共施設には高齢者や障がい者に配慮したバリアフリーへの対応が必要であるが、古い基準で建設された本庁舎では、視覚障がい者用案内看板や点字ブロックの配置、階段両側の手すりが設置されていないなど、バリアフリー新法などの基準に対応しきれていない。
５　求められる庁舎の機能
近年の大震災の教訓を踏まえ、市民の安全と安心を守るための機能として構造的な耐震性を確保するだけでなく、業務の継続性を維持するため、耐震性を有する窓・天井・照明などの設備や電力・飲料水などのインフラ設備機器の整備など、大震災に耐え得る十分な性能を備える庁舎とすることが必要である。
庁舎に求められる機能として、防災・災害復興拠点としての機能に加え、バリアフリー環境の確保や環境に配慮した設備機器の設置、窓口機能の集約化などによる市民サービス・利便性の向上を図ることが求められている。
６　本庁舎の規模の設定

本庁舎の耐震化に向けた整備を検討するに当たり、庁舎の適正な規模を次のとおり設定する。

(1)　算定根拠

①　法令等の規模設定基準

ア　総務省　起債対象事業費算定基準

イ　国土交通省　新営一般庁舎面積算定基準

②　実情を考慮した規模設定

庁舎で勤務する職員は、正規職員のほか、再任用職員、臨時職員等も多く勤務しているため、その数も含めて上記の法令等の基準を準用して算定する。

具体的には、平成２４年４月１日現在の本庁舎・第２庁舎の職員数（再任用職員、臨時職員等も含む）７５０人を算定に用いる。

(2)　規模の算定結果

	算定根拠
	総務省

起債対象事業費算定基準
	国土交通省

新営一般庁舎面積算定基準

	算定結果
	２０,２６２㎡
	１６,５９４㎡

	内訳
	本庁舎
	１７,７７４㎡
	１４,０６１㎡

	
	第２庁舎
	２,４８８㎡
	２,４８８㎡


(3)　埼玉県内市の事例に基づく算定

	区　　分
	職員１人当たりの面積

	埼玉県内４０市の平均（a）
	２１.２３㎡

	上記のうち人口１０万人～１６万人の市の平均
	２１.８３㎡

	（参考）現在の新座市
	１４.９３㎡

	aを用いた場合の本庁舎の規模（15,922-2,488）
	１３,４３４㎡


(4)　適正な本庁舎の規模
現在の厳しい経済情勢や本市の財政状況を考慮し、コンパクトで効率的な庁舎が現実的であると考え、上記の算定結果を踏まえ、適正な本庁舎の規模（第２庁舎を含まない）を１２,０００㎡とする。

	14,061㎡（新営一般庁舎面積算定基準）と13,434㎡（県内市の事例平均）の平均

＝ 13,747㎡ ⇒（コンパクトで効率的な庁舎）⇒ 12,000㎡
※総務省起債対象事業費算定基準は採用せず


（まとめ）
	
	本庁舎
	第２庁舎
	合　　計

	現在の床面積
	８,７０６㎡
	２,４８８㎡
	１１,１９４㎡

	適正な床面積
	１２,０００㎡
	
	１４,４８８㎡


７　本庁舎の耐震化に向けた整備手法の検討
本庁舎の耐震化に向けた整備手法として、現庁舎の「耐震補強・大規模改修」と隣接地への「新庁舎建設」の両手法を検討する。

(1)　隣接用地の確保

いずれの整備手法においても、市庁舎敷地に隣接する職員第１駐車場（3,785㎡）が市庁舎用地として必要であることから、当該駐車場用地を含めて検討する。また、新庁舎建設については、市民会館第２駐車場（2,751㎡）の一部も市庁舎用地として検討する。（８頁「市役所周辺図」参照）
(2)　耐震補強・大規模改修
耐震補強は、倒壊を防止し人命の安全が確保できる程度とするのか、あるいは継続的に使用できるように建物の損傷を最小限に抑える程度まで補強するのか、その目的によって工法が異なるが、本検討に当たっては、後者を目的とする。

また、耐震補強工法を検討する前提として、耐震補強を実施し、耐震性の不足を解消することに加え、耐震補強工事実施後も本庁舎を残りの耐用年数２０年にわたり使用するために、設備改修などの大規模改修工事も併せて実施することとする。
①　別棟（増築棟）庁舎の建設
耐震補強・大規模改修工事に際しては、工事期間中に事務室が順次使用できなくなるため、工事中の事務室の移転先の確保及び工事終了後の事務スペースの狭隘化の解消の観点から、仮設庁舎ではなく恒久的な別棟庁舎を増築するものとする。

なお、「６　本庁舎の規模の設定」（６頁参照）において本庁舎の適正規模を１２，０００㎡としたが、この規模を確保するためには、別棟庁舎について３,２９４㎡（本庁舎の適正規模１２,０００㎡ － 現本庁舎の延床面積８，７０５.９８㎡≒３,２９４㎡）の延床面積が必要である。しかし、現庁舎の耐震補強・大規模改修を行っても耐用年数を経過する２０年後には建替えが必要なことや本市の財政状況を考慮したコンパクトな庁舎とすること等の観点から、別棟庁舎の床面積は２,０００㎡とする。
また、別棟庁舎は、日影規制の関係から市民駐車場への建設が不可能であることから、職員第１駐車場を建設用地とする。（８頁「市役所周辺図」参照）

②　補強工法の種類
耐震補強の工法には、下表とおり３つの工法がある。

	工法
	耐震補強
	制振補強
	免震補強

	イメージ
	
	
	

	特徴
	柱・梁・筋交い・耐震壁などの主要構造材の強さや粘りで地震に耐える構造
	建物内に設置された制振部材（耐震ダンパーなど）が地震エネルギーを吸収することで建物の損傷を軽減する構造
	建物と地盤の間に免震部材（免震ゴムなど）を据え付け、地震力を柔らかく受け止め、建物への入力を低減する構造

	防災上の効果
	中
	中～高
	高

	構造特性
	低中層建築物に適
	中高層建築物に適
	低中層建築物に適


（イラストは㈱ブリヂストンのホームページより転載）
③　補強工法の検証
本庁舎は、構造上、EXP.Jを介して高層棟と低層棟で構成されていることから、棟ごとに、①耐震補強工法、②制震補強工法、③免震補強工法の３種類の工法の組合せを検証した。
その結果、下表のとおり、高層棟・低層棟の免震補強を行う組み合わせ以外は、庁舎の機能が著しく損なわれることから、本庁舎全体を免震補強する工法を採用する。
	
	高層棟
	低層棟
	可否
	可否の理由等

	補強方法の組合せ
	免震
	制震
	×
	×高層棟と低層棟の境界（本庁舎２階の廊下部分：幅約１.６ｍ）に０.８ｍ程度のEXP.Jができるため、通路を確保できず、廊下として機能しない。
（採用不可の理由１参照：９頁）

	
	
	耐震
	×
	

	
	制震
	制震
	×
	×高層棟各階のコア部分を結ぶようにブレースを設置するため、事務室が分断され、事務室としての機能が損なわれる。

（採用不可の理由２参照：１０頁）

	
	
	耐震
	×
	

	
	耐震
	耐震
	×
	

	
	免震
	免震
	△
	△現行の事務スペースが確保できるが、施工に際しての困難な課題が多い。

（本庁舎の免震補強イメージ参照：１１頁）


◆採用不可の理由１　（高層棟／免震）＋（低層棟／制震又は耐震）
高層棟の免震と低層棟の制震（又は耐震）を組み合わせた工法のため、地震に対する揺れの吸収の仕方が異なり、揺れた際の高層棟と低層棟の建物同士のぶつかりによる損傷を防ぐため、EXP.Jを現在よりも０.８ｍ程度拡幅しなければならない。EXP.Jは、震災時に金属カバーの部分が揺れと同調して動くため、その上で人が立ち止まったり、通行している場合、大変危険である。
現在の本庁舎２階の廊下幅は約１.６ｍであるが、EXP.Jを０.８ｍ程度拡幅した場合、廊下の有効幅が現在の半分になってしまい、すれ違いができない片側通行となり、廊下として機能しない。




◆採用不可の理由２　（高層棟／制震又は耐震）＋（低層棟／制震又は耐震）
各階に制震部材（ブレース）を設置して耐震補強を行うものであるが、本庁舎の高層棟、低層棟ともに建物の構造上、建物の外壁側へのブレースの設置が不可能であるため、下図のとおり事務室内にブレースを設置することになる。この場合、ブレースにより事務室が分断され、事務室の使用が困難となる。

※　コア：階段、エレベーター、トイレなどの共用施設や設備スペースの集まっている場所

◆本庁舎の免震補強イメージ
高層棟、低層棟のEXP.Jを連結して両棟を一体化し、基礎免震補強を行うもので、現行の事務室のスペースは確保できるが、施工に際して次のような困難な課題がある。
・工事期間中の騒音により、業務や市民サービス等に支障を来す。

・工事期間中に引越し作業が複数回発生し、市民サービスへの影響が大きい。





④　耐震補強（免震工法）・大規模改修の概算事業費　　　　　　　　（税込）
	項目(実施年度)
	金額（千円）
	備　　　　考

	耐震補強工事〈免震工法〉
(H28)
	2,361,150
	構造体補強、外回り・地下駐車場改修、各階補強、免震化に伴う機械設備・電気設備改修

	大規模改修工事
(H28)
	2,190,980
	屋上防水改修、外壁・建具改修、内部改修、空調換気設備改修、給排水衛生設備改修、電気設備改修、昇降機設備改修

	別棟庁舎増築(H27)
	898,128
	Ｓ造５階建、免震構造、延床面積2,000㎡

	設計監理費(H26･27)
	541,715
	工事費の10％で算出

	小　計
	5,991,973
	

	引越し費(H28～30)
	28,663
	大規模改修時に数回に分けて別棟庁舎への引越しが必要

	用地費
	454,200
	職員第１駐車場（3,785㎡）

	合　計
	6,474,836　（消費税　H26･27：8％、H28～：10％）


(3)　新庁舎の建設
①　庁舎の位置

現庁舎の位置は、昭和３０年に新座町が誕生した際に、市の中央部に町役場を設置するとの観点から、現位置に庁舎が設置された歴史的な経緯があり、市では、市役所周辺地区について市役所等を中心に業務・公共機能が立地する業務サービス集積地（シビックゾーン）と位置づけ（新座市都市計画マスタープラン）、当該周辺地区の整備・充実を図ってきたところである。
このような経緯から、新庁舎の位置は、現庁舎に隣接する職員第１駐車場や市民会館第２駐車場への敷地拡張を考慮しながら、現在地で検討することとする。
②　前提条件
ア　建設用地

・市庁舎敷地に隣接する職員第１駐車場（3,785㎡）を建設用地とする。
・新庁舎の敷地は、日影規制の関係で職員第１駐車場のみでは不足するため、市民会館第２駐車場の一部も建設用地とする。

イ　主な仕様

・鉄骨造（Ｓ造）、免震構造とする。

・延床面積は、約１２,０００㎡（地下１階地上５階）とする。

ウ　庁舎機能は、基本設計において検討する。
③　新庁舎建設の概要



④　新庁舎建設の概算事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（税込）
	項　　目（実施年度）
	金　　額（千円）

	建設費〈外構建築工事を含む〉(H28～29)
	5,160,210

	既存庁舎解体費 (H30)
	393,030

	設計監理費〈工事費の10％〉(H26～30)
	551,571

	小　計
	6,104,811

	引越し費（H30）
	14,331

	用地費（職員第１駐車場3,785㎡）
	454,200

	合　計
	6,573,342
（消費税　H26･27：8％、H28～：10％）


(4)　事業スケジュール

①　耐震補強・大規模改修の想定スケジュール

	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	設計
	
	
	
	
	

	別棟庁舎建設
	
	
	
	
	

	免震・大規模改修
	
	
	
	
	

	供用開始
	
	
	
	
	


②　新庁舎建設の想定スケジュール

	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	設計
	
	
	
	
	

	建設工事
	
	
	
	
	

	既存庁舎解体
	
	
	
	
	

	供用開始
	
	
	
	
	


８　整備手法の決定

現本庁舎について、「免震工法」による耐震補強を実施する場合には、耐震性能の確保は可能であるが、建設当初から４０年近く経過し、建物の躯体を構成する鉄骨鉄筋コンクリートの劣化が進み、残りの耐用年数は２０年と想定される。また、設備についても更新時期が過ぎ老朽化していることから、今後２０年間庁舎機能を延命させるためには、補強費に加えて多額の費用がかかる大規模改修が必要である。
さらに、大規模改修を行ったとしても、窓口機能の分散化などによる市民サービスの低下やバリアフリーへの不適応、事務室の狭隘化、環境負荷軽減などの課題への対応、さらには市民の安全と安心を守る防災センターとしての機能の確保が困難であり、いずれ建替えを行うこととなり、費用の二重投資となってしまう。
新庁舎の建設は、一般的に耐震補強工法よりも多くの初期建設費を要するとされているが、これまでの検討結果では、耐震補強に加えて大規模改修を実施しなければならないことから、費用面で新庁舎建設と比較しても大差がない結果となった。

また、新庁舎の建設は、防災拠点機能のより一層の充実や窓口業務の効率化、市民の利便性の向上、ユニバーサルデザインへの配慮、環境負荷の軽減など、庁舎に求められる機能・性能の確保が可能となる。
したがって、本庁舎の耐震性能が非常に低い中で、現庁舎の耐震補強・大規模改修による整備では不十分な庁舎機能を延命させるだけとなり、「耐震補強・大規模改修と新庁舎建設の比較表」（１６頁参照）のとおり、庁舎に求められる機能・性能の確保や市民の利便性、費用対効果などを総合的に勘案した結果、早急な新庁舎の建設が最良であるとの結論に達した。
耐震補強・大規模改修と新庁舎建設の比較表

	整備手法
	耐震補強・大規模改修
	新庁舎建設

	前提条件
	・継続的に使用できるように建物の損傷を最小限に抑える程度まで耐震補強（免震補強）を行う。（耐震補強、制震補強は、建物の構造等の問題から実施困難）

・補強工事実施後も本庁舎を20年余使用するため、設備改修などの大規模改修工事も併せて実施する。

・工事期間中に一部の事務室が使用できなくなるため、事務室の移転先の確保及び適正な庁舎規模の確保の観点から、職員第１駐車場をお借りし、延床面積が2,000㎡程度の別棟庁舎（免震構造）を増築する。
	・建設用地　市庁舎敷地に隣接する職員第１駐車場（3,785㎡）をお借りするとともに、市民会館第２駐車場（2,751㎡）の一部を建設用地とする。

・構造　鉄骨造（免震構造）

・階数　地下１階地上５階建て

・延床面積　約12,000㎡

・隣地に新庁舎を建設し、機能を移した後、旧本庁舎は取り壊し、駐車場等として活用する。

	耐用年数 ※
	20年
	60年

	総事業費
	約64.7億円
	約65.7億円

	長所（〇）・短所（△ ×）
	工　法
	×工事期間中の騒音により業務や市民サービス等に支障を来す。

×工事期間中に引越し作業が複数回発生し、市民サービスへの影響が大きい。
	○既存庁舎に影響の少ない施工が可能である。

○工法選択の自由度が高い。

○工事期間中も既存庁舎の使用が可能である。

	
	機　能
	○耐震性能の向上

×窓口フロアの分散による市民サービスの低下、トイレの改善、バリアフリー対応、情報ネットワーク環境の拡張等、現施設では、対応できない課題が残る。

△長期的にCO２排出削減等の温暖化対策に対応困難
	○高い耐震性能の確保

○防災拠点機能の充実

○ワンストップサービスの導入可

○ユニバーサルデザインへの対応可

○情報セキュリティの向上

○環境に配慮した施設対応（省エネ、太陽光発電等）が可能
○上記のほか、事務能率の向上等、既存庁舎の課題の解消

	
	ランニングコスト
	△大規模改修によりある程度コストの縮減は可能であるが、新築庁舎より維持管理コストが嵩む。
	○建設面の工夫と高効率設備の導入により削減が可能

	考　　察
	・事業費、工期も新庁舎建設と同程度で、また、多額の費用をかけて免震化・大規模改修を行っても耐用年数は延びるわけではなく、いずれ建替えを行うこととなり、コストの二重投資となってしまう。（耐用年数20年）。

・機能の分散化などによる市民サービスの低下やバリアフリーへの不適応、事務室の狭隘化、環境負荷軽減などの課題への対応が困難であり、庁舎としての不十分な機能を延命させるだけとなる。
	・防災・災害復興拠点機能の充実や窓口業務の効率化、市民の利便性向上、ユニバーサルデザインへの配慮、環境負荷の軽減など、庁舎に求められる機能・性能の確保が可能となる。


※　耐用年数とは、長く使い続ける寿命のことで、建築物の場合は、物理的な寿命だけでなく、生活スタイルに対応できて維持管理コストが過大にならない範囲で収まるまでの年月をいう。よって、現本庁舎、新庁舎の耐用年数は、いずれも６０年と想定した。
９　新庁舎建設の財源など
(1)　財源内訳
新庁舎の建替えは、災害時の防災拠点としての側面からも早急に取り組むべき事業であるが、総事業費が６５.７億円と多額であることから、その財源の確保が緊急の課題となる。
このため、財源を計画的に確保することを目的として、平成２５年度に庁舎建設改修基金を設置し、建設工事の開始年度まで毎年５億円ずつ合計１５億円の積立てを行うこととしている。
また、基金以外の財源として、今後約６０年にわたり市民の皆様に利用していただく新庁舎の建設費については、将来の市民の皆様にも負担していただくことにより、世代間負担の公平性を図るために、他の大型建設事業を実施する場合と同様に、総事業費の４分の３程度を地方債の発行により資金調達することとする。
このことにより、単年度における多額の一般財源の持出しを抑えることができ、当該事業の円滑な執行を図れることとなる。
【財源内訳】
	項　　目
	事業費（百万円）
	備　　考

	総事業費
	6,573
	

	
	うち

地方債対象事業費
	6,066
	解体費用、引越費用は地方債対象外

	財源
内訳
	地方債
	4,549
	庁舎整備充当率75％

	
	庁舎建設改修基金
	1,500
	平成25～27年度積立

（5億円/年）

	
	一般財源
	524
	


(2)　本市財政への影響
次に、新庁舎の建設が本市の財政運営に与える影響であるが、新庁舎の建設後に新たに必要となる地方債の元利償還費は、最も多い年度で３億円強となる見込みである（資料１：１８頁参照）。
公債費の増加は、将来の財政負担となることから、地方債の発行には慎重な対応が必要であるが、本市の実質公債費比率は、高金利の借入金について積極的な繰上償還の措置を行った成果などにより、近年は減少傾向にあり、平成１８年度に１４.１％であった実質公債費比率は、平成２４年度決算では５.０％となっている（資料２：１８頁参照）。
実質公債費比率は、一般会計の公債費に加え、これに準じる債務負担の大きさを指標化したもので、自治体の実質的な借金返済負担の大きさを示すものであり、この比率が高くなるほど、財政の硬直化が進行し、行財政運営の自由度が下がるとされている。また、この比率が１８％を超えると地方債の発行に総務大臣等の許可を要するなど、独自の財政運営に歯止めがかかることとなる。
本市においては、厳しい財政状況に変わりはないものの、実質公債費比率の数値を見ても、健全な財政運営を行っている状況にあるといえる。
新庁舎の建設により、仮に公債費が増えた場合であっても、第４次新座市基本構想総合振興計画の最終年度である平成３２年度までの実質公債費比率は
６．３％となる見通しであり（資料３：１８頁下段参照）、償還のピーク時にあっても７％程度となり、これまでに比べ若干の上昇はあるものの、本市の財政運営は健全に推移していく見通しである。
【資料１】新庁舎建設に係る地方債の償還費の推移　　　　　（単位：百万円）
	年度
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H33
	H34
	H35
	H36
	H37
	H38

	償還額
	3
	6
	16
	54
	80
	161
	232
	326
	322
	318
	315
	311


	年度
	H39
	H40
	H41
	H42
	H43
	H44
	H45
	H46
	H47
	H48
	H49
	H50

	償還額
	307
	303
	300
	296
	292
	288
	285
	281
	257
	248
	172
	98


※　平成26年度から事業着手した場合を想定して試算している。
※　借入利率1.4％、借入期間20年で試算している。
【資料２】実質公債費比率の推移　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

【資料３】新庁舎建設後の実質公債費比率の推移（見込み）　　　（単位：％）
	年度
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ29
	Ｈ30
	Ｈ31
	Ｈ32

	実質公債費比率
	5.5
	5.6
	5.7
	5.7
	6.0
	6.2
	6.3


※　実質公債費比率…地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、実質的な公債費相当額に充当されたものの占める割合の前３か年の平均値で、この数値が１８％以上の団体は、地方債の発行に際し、国又は都道府県の許可が必要となる。一般的にはこの数値が低いほど財政に余裕がある自治体である。
また、本市における決算額等の状況を見ると、建設事業等の経費は一般会計では毎年度の決算額の１０％程度である４０億円から５０億円程度で推移している。
本市においては、厳しい財政状況においても必要な建設事業を計画的に実施していくことが求められる中で、これまで、公共施設の耐震化について、まずは児童生徒の安全が第一であるとの考えの下、小中学校施設の耐震化に取り組み、県内で最も早く耐震化率１００％を達成した。
その後も、市民会館の耐震化や公共施設の老朽化に伴う建替えや改修事業を計画的に進めてきた。特に平成２４年度から今年度にかけては、国の予備費や補正予算を活用し、後年度に実施を予定していた小中学校の校舎や体育館の大規模改修など、多くの大型事業を財政的に有利な条件の下、前倒して実施している。
今後は、庁舎の耐震化を始めとする防災拠点の整備や将来の税収増につながる事業として第４次新座市基本構想総合振興計画に掲げた土地区画整理事業などの大型事業について、事業の重要度や優先度の面から計画的に位置付けて実施していくべきと考える。
こうしたことから、引き続き、厳しい財政状況が見込まれるものの、市民ニーズを踏まえた事業の取捨選択を適正に行い、健全な財政運営を進めていく中で、新庁舎の建設についても計画的に取り組んでいく考えである。
【参　考】

◇決算額等の推移（普通会計）　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円　％）
	区　分
	平成２０年度
	平成２１年度
	平成２２年度

	
	決算額
	構成比
	決算額
	構成比
	決算額
	構成比

	人件費
	7,391,591
	18.9
	7,271,183
	16.7
	7,281,690
	16.3

	扶助費
	8,104,503
	20.8
	8,801,613
	20.3
	11,570,157
	25.9

	公債費
	4,049,935
	10.4
	3,903,782
	9.0
	4,001,382
	9.0

	投資的経費
	3,674,961
	9.4
	4,923,488
	11.3
	4,190,252
	9.4

	その他
	15,819,315
	40.5
	18,558,070
	42.7
	17,562,724
	39.4

	合　　計
	39,040,305
	100.0
	43,458,136
	100.0
	44,606,205
	100.0


	区　　分
	平成２３年度
	平成２４年度
	平成２５年度

	
	決算額
	構成比
	決算額
	構成比
	予算額
	構成比

	人件費
	7,243,150
	15.4
	7,067,705
	15.0
	7,629,174
	17.0

	扶助費
	12,760,306
	27.0
	13,018,353
	27.7
	12,300,537
	27.5

	公債費
	4,052,272
	8.6
	4,027,626
	8.6
	4,360,998
	9.7

	投資的経費
	5,099,744
	10.8
	5,050,152
	10.7
	2,460,072
	5.5

	その他
	18,024,129
	38.2
	17,828,617
	38.0
	18,046,054
	40.3

	合　　計
	47,179,601
	100.0
	46,992,453
	100.0
	44,796,835
	100.0


※　普通会計とは、一般会計及び各区画整理事業特別会計を合わせたものである。
※　平成25年度については、平成24年度に実施された国の経済政策（予備費や補正予算）を活用して、平成25年度に実施を予定していた事業を含めた後年度実施予定事業を平成24年度に前倒して予算措置した（財政的な優遇措置により約17億円の財政負担の軽減）。
◇本市の債務残高の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）
参　考　資　料
１　広報にいざ１１月号（基本方針案と検討経過を市民に公表）

２　広報にいざ１２月号（基本方針案に対する市民への意見募集）

３　市民説明会での質問、意見等の概要
４　基本方針（案）に対する意見募集結果

１　広報にいざ１１月号（基本方針案と検討経過を市民に公表）




２　広報にいざ１２月号（基本方針案に対する市民への意見募集）




３　市民説明会での質問、意見等の概要
	区　分
	項　目
	質問・意見
	回　　答

	新庁舎の建設
	建設費用
	東日本大震災の復興需要やオリンピックの東京開催で施工単価の値上がりが見込まれるが、新庁舎の建設費用はどの程度増えると考えているか。（２件）

建設コストについては、実施段階で多少の変動があるのは止むを得ないので、検討の段階では現在の単価で問題ないと思う。
	オリンピックによる影響は見込んでいない。建設コストは景気の動向等に大きく影響されるため、概算建設費用は現状で計算した。時代の動きを捉え設計の段階で精査する。

	
	
	新庁舎建設の坪単価はどの位で検討しているか。

一般的なオフィスビルの価格よりも高く感じる。高級な仕様であれば、見直してコストダウンを考えたほうがよいのでは。
	１坪当たり約１４０万円で試算している。

一般的な仕様であるが、建替えが決定した段階で詳細に検討協議したい。その際には市民検討委員会を設置し、新庁舎の仕様や必要な機能について検討していきたい。

	
	
	建設費用には、備品の費用が含まれるのか。
	建設費用には備品の費用が含まれていないので、今後の詳細設計の中で、備品等の費用も検討する。

	
	
	今後の消費税率の引上げを建設費用に反映したのか。
	消費税率の引き上げを考慮して、建設費用を算出している。

	
	免震構造
	新庁舎はなぜ免震構造にするのか。（３件）
	地震の揺れを吸収するのは免震構造が最もよい。将来を見据え、今後６０年以上の長期間に渡り新庁舎を維持し、災害時に庁舎が機能するよう万全を期すためには、免震構造が最適であると考える。

	
	鉄骨造
	新庁舎は、鉄骨造としているが、
６０年もつのか。（３件）
	コンクリート造では、コンクリートの中性化が進むと中の鉄筋が錆びてくるため、一般的に耐用年数が６０年とされているが、鉄骨造の耐用年数は、錆止め塗料、耐火被覆を施し、メンテナンスを行うことで６０年以上維持できる。エッフェル塔は鉄骨造であるが、メンテナンスを行うことで１００年以上維持している実績がある。

	
	庁舎の規模
	将来の人口増加を視野に入れると、新庁舎は延床面積１万２千㎡で対応できるのか。もう少し広くすべきではないか。

新庁舎の延床面積については、市民検討委員会で検討し、まず必要となるものを落とし込んだ上で、少し余裕を持った面積に設定したほうがよい。
	国の基準や県内の市庁舎の平均より少ないが、市の財政状況等を勘案すると、あまり大きな規模の建物にして費用をかけることはできない。

延床面積については、判断が難しい。将来を見据えて、今後の市政の状況、業務量等を加味する必要がある。また、大災害時には近隣住民が避難してくることも考えられる。今後、建替えが決定した場合、それらを勘案し、市民の意見も聞いた上で設計していきたい。

	
	庁舎の外観
	建替えに賛成だが、第二庁舎のような外壁はやめた方がよい。庁舎としてシンボルになるようなものしてほしい。
	第二庁舎は、平成９年建築で、財政状況が悪く、外壁・内装などに費用をかけられなかった。建替えを行う場合には十分配慮したい。

	
	庁舎の機能

(レイアウト)
	本庁舎はわかりにくく、使いづらいレイアウトになっているが、新庁舎は他市を参考に使いやすい庁舎にしてほしい。
	現庁舎は高く細長いため、ワンフロアが狭く事務室が分散し、市民の利便性が悪い。市役所という特性を考えると、できるだけワンフロアで市民サービスできるように、横に広くして利便性が高く機能的な庁舎にしたい。

	
	
	建替える場合は、平林寺のすぐ前に庁舎があるという利点を生かし、平林寺に訪れる方が寄れるような庁舎にしてほしい。経費の問題もあるが、バランスよく多角的な活用ができるような庁舎にしてほしい。
	建替えが決定した場合、災害時に庁舎に求められる機能、ミニコンサートができる市民ホールの設置など、様々な市民からの意見があると思うので、市民検討委員会を立ち上げ検討していきたい。

	
	庁舎の機能

(エネルギー効率)
	新庁舎のエネルギー効率は、どの程度改善されるのか。
	詳細に設計を行っていないので具体的な数値は示せないが、建物の断熱性、屋上緑化、高効率設備・空調、ＬＥＤ照明、太陽光や雨水利用等で、エネルギー効率のよい庁舎になる。

	
	建設用地
	新庁舎の建設用地は、借地となるのか。
	建設用地となる市民会館第二駐車場の土地は、市が買収した。職員第一駐車場は地権者から当面はお借りし、将来的には、買い取らせていただくことで理解を得たところである。

	
	第二庁舎
	新庁舎と第二庁舎との渡り廊下はつくるのか。
	現段階では、詳細な検討はしていないが、建替えに決定した場合は、市民検討委員会で検討していく。

	
	
	第二庁舎を引っ張り、新庁舎の近くに移動することは可能か。また、業務をしながら可能か。水道等は使用できるか。

曳家工法の費用はどれ位かかるか。
	曳家（ひきや）という工法があり、可能である。業務をしながらの曳家は、不可能ではないが、安全面等を検証していく必要がある。仮設の水道を引くことで、水道等の使用は可能である。

建替えと同じぐらい費用がかかる場合がある。曳家工法は歴史的な建築物などに用いられており、第二庁舎については費用対効果を検討する必要がある。

	
	駐車場
	現在の市役所は駐車場が少ないので、建替えをするのであれば、駐車場の確保を検討してほしい。（２件）
	現本庁舎を取り壊した跡地を駐車場にすると１１５台以上は確保できる。

	
	
	建替えの工事中、車での来庁規制があるのか。
	市民会館第二駐車場には影響が出ると考えるが、市役所第一駐車場、市役所第二駐車場はそのまま使用できる。

	
	財　源
	庁舎の建替えに国の補助金は、活用できないのか。
	全国の市町村でも小中学校の耐震補強を優先した結果、最後に庁舎が残っている状況である。現時点では市庁舎の建替えを対象とする国の補助制度はないが、自治体からの要望を受けて国が補助の検討を始めたので、動向を注視したい。

	
	その他
	建替えを行った方がよいと思う。

（同様の意見５件）

・新庁舎の方が市民の利便性が高い。耐震補強等では、現庁舎と仮設庁舎の往来で市民には不便である。

・市庁舎には防災・災害復興拠点としての機能が求められるが、現庁舎は老朽化し、機能しないと思う。
	

	
	
	現在、第三庁舎に社会福祉協議会が入っているが、社会福祉協議会は新庁舎に移るのか。
	社会福祉協議会は第三庁舎にあり、市と連携を図るには不便である。以前は第二庁舎に入っていたので、新庁舎の建替えが決定した段階で、詳細に検討したい。

	
	
	ハード面に偏った説明であるが、ソフト面も検討してほしい。
	今後詳細を詰めていく中で、ソフト面についても検討していく。

	耐震補強・

大規模改修
	建物の構造
	免震補強する場合、高層棟と低層棟を結合するエキスパンションジョイントの幅が８０㎝も必要か。
	免震工法では、一般的に地下部分のエキスパンションジョイントの幅は６０㎝程度だが、高層階ほど揺れ幅が大きくなるため、２階部分は８０㎝を確保する必要がある。

	
	費　用
	大規模改修の費用は、耐震補強の改修費なのか。
	大規模改修の費用は、耐震補強の改修費ではなく、現庁舎が建築後４０年近く経過して老朽化した内装、設備等の改修費用である。


	区　分
	項　目
	質問・意見
	回　　答

	その他
	説明会
	本説明会は、市民の合意を得るためか、意見を聞くためか、位置づけがわからない。
	耐震診断の結果を踏まえて、耐震補強と建替えの検討を行い、建替えが最善の方法という結果となったが、市民の理解をいただくために、説明会を開催した。

	
	現庁舎の耐用年数
	現庁舎の建設時にどのくらいの耐用年数を考慮したのかがわかる資料はないのか。
	現庁舎の耐用年数を示す資料はないが、平成７年の震災により診断基準が変わり、現庁舎の耐震化が必要であることから、現在検討していることを理解いただきたい。

	
	庁舎建設改修基金
	庁舎建設改修基金は、もっと早く積み立てておけばよかったのではないか。
	厳しい財政状況が続き、基金の積み立てができなかった。

	
	第二庁舎
	第二庁舎はそのまま使うということだが、耐震化の必要はないのか。耐用年数はどうか。
	第二庁舎は、平成９年度に新しい耐震基準で建築したため、現状のままで問題はない。耐用年数は、６０年と想定している。

	
	耐震化の検討時期
	平成７年度に耐震補強が必要との耐震診断結果となった際に、庁内検討組織や市議会での特別委員会は設置しなかったのか。
	児童生徒の安全確保のため小中学校の耐震改修を優先し、次に市庁舎という時に、三位一体の改革で厳しい財政状況となり、先送りした。その後、東日本大震災が発生し、庁舎の耐震化整備の検討を行ったものである。

	
	４市合併の考慮
	４市合併の可能性を検討に当たり考慮したのか。
	４市合併を見据えた庁舎の想定はしていない。


（市民説明会の参加状況）
	開 催 日
	会　　　場
	参加者数

	平成25年11月10日（日）
	西堀・新堀コミュニティセンター
	6人

	11月17日（日）
	にいざほっとぷらざ
	17人

	11月24日（日）
	栄公民館
	13人

	12月 1日（日）
	新座市役所第二庁舎
	14人

	12月 7日（土）
	大和田小学校
	5人

	12月 8日（日）
	第五中学校
	6人

	計
	61人


４　基本方針（案）に対する意見募集結果
(1) 募集期間：平成２５年１２月１日～１２月２７日
(2) 意見の提出者数・件数　市民６人（７件）
	№
	提出された意見
	新座市の考え方

	１
	建替えを希望します。

予算などいろいろな問題はあると思いますが、人の命がかかっています。普段でも市役所に行くのは建物が古く気が引けます。上の階に行くと早く降りたい気分になります。地震がきたら壊れるとわかっている建物で働いている人もどうなんでしょうか？地震がきてからでは遅いです。大惨事になってからでは遅いと思います。
	市役所は、多くの市民のみなさんが来庁するとともに、みなさんの大事な情報をお預かりして管理していることから安全性を確保することが重要となります。また、災害時には防災拠点としての役割を果たさなければなりません。平成２３年度の耐震診断結果で、市役所本庁舎は大地震により倒壊の危険性が高いことが判明したため、ご指摘のとおり早急に耐震化整備を実施する必要があります。このため、本庁舎の耐震化整備について、庁舎に求められる機能・性能の確保や市民の利便性、費用対効果などを総合的に勘案し、市役所本庁舎の建替えを最善の方策とする基本方針案としたものです。

新庁舎を建設する場合には、防災・災害復興拠点としての機能に加え、バリアフリー環境の確保や環境に配慮した設備機器の設置、市民サービス・利便性の向上を図るための窓口機能の集約化など、庁舎に求められる様々な機能を有する庁舎となるように検討してまいります。

	２
	耐震補強・大規模改修をしたとしても、耐用年数が２０年しかもたないのであるならば、６０年もつ新庁舎建設をした方がよいのではないかと思います。総事業費の差もそれほど変わらないようですし、今の市民のニーズに応えられるような構造で建設してもらいたいです（環境に配慮した施設対応・バリアフリー対応等）。以上の点から新庁舎建設に賛成いたします。
	

	３
	新座市役所本庁舎の耐震新庁舎建設に大いに賛成します。
タイミングとして、復興事業関係が続いているため資材・人件費の高騰があるので、しっかりとした信頼のできる事業者の入札、公示内容が明確で入札時に業者で内容の判断において齟齬が生じないようにして欲しい。
	新庁舎の概算建設費用については、東北復興需要による資材、人件費の高騰分を踏まえ算出しています。東京オリンピックによる資材、人件費の高騰が懸念されますが、現時点ではまだ不透明な状況ですので、設計の段階で精査してまいります。また、ご指摘の趣旨を踏まえ、建設工事の入札において、信頼できる事業者を選定してまいります。

	４
	基本的に新庁舎は、高くするよりも横に広げて、ワンフロアで手続が済むような機能的な建物になるよう工夫した設計を行って欲しい。
	新庁舎のレイアウトについては、ご提案のとおりフロアを横に広くとり、ワンフロアで手続が済むような機能的で利便性が高い庁舎となるように検討してまいります。

	５
	現在設定されている工事日程は、オリンピック前であり、工事のための人件費が高騰する時期であるので、オリンピックが終わってからの日程に変更すべきだと思います。どこかの大学がグランドを作ろうと思って見積りを出したらオリンピックが決まる前の見積よりも高くなってしまい断念したとの報道を見ました。現在想定されている見積りがいつの時点でのものかはわかりませんがオリンピックの時期を考慮した計画にしてほしいです。
	本庁舎耐震化の整備手法として、現庁舎の「耐震補強・大規模改修」と「新庁舎建設」の両手法について比較検討するため、設計会社に支援業務を委託し、平成２５年５月時点での建設費用を概算で算出したものです。

ご指摘のとおり、オリンピックが東京で開催されることが決まり、施工単価等が高騰することも考えられますが、防災・災害復興拠点となる本庁舎の耐震化整備は緊急性を要するものと考えていますので、本案で想定したスケジュールでご理解をいただきたいと思います。

	６
	１　入札方式について
従前の一般的な入札にあり、地方自治法で定めている「最低価格・最大効果の原則」の「最大効果」の部分を有用な形で考慮した入札方式を採用してほしいと思います。つまり、建設価格が安くなる価格点を重視しすぎるのではなく、市政・市民のために、耐震性は当然のこと、長期的な維持保全コストが低減できる十分な品質保証がなされた建物となるよう、設計・工法の範囲で保証ができる技術力を有した設計・施工者が選定されるような総合評価型の入札方式の可能性を追求していただくことが考えられないでしょうか。その方向となった場合は、事務局側で市外を越えて行なわれた直近の入札方法を俯瞰していただくことが大事かと思います。例えば、価格点：技術点＝５０：５０と設定したような事例で、どのような点を技術点の評価項目にしているのか、いわゆる「逆転落札」が生じた場合に、市の建設予算でどこまで逆転価格を許容できるのかをきちんと想定していくことかと思います。

２　設計・施工における地域貢献性について

上記のような「価格で決めない」総合評価型の入札を行った場合、技術点の評価項目として、「地域貢献度」を考慮する可能性が多くでてくると思いますが、その効果については、施工時の一過性のある貢献を促すことに加えて、建物の長期的なメンテナンス等に貢献できる「地域の地元業者を育成する視点」を残しておくことが必要かと感じています。それにより、結果的に建物を長期に渡り健全であるような状態を、市近隣の地元業者に見守っていただくうえで有益になるかもしれません（もちろん、業者に偏りが生じないようにする配慮は必要です）。

３　ここ数年の時代性を把握する

周知のとおり、東京オリンピック準備に向けた建設需要が増えることに加え、東日本大震災の復興活動は今後も継続されることになります。一方で、国内のゼネコンをはじめ、サブコン（専門工事業者）は周知のとおり、非常ともいえる人材不足状態で、人件費も高騰している状況です。その意味で、今回のタイミングでの設計・施工者は、そもそも非常に厳しい建設環境にあるという時代性を帯びています。このことは、見積価格の設定が適切でなかったり、不透明部分が多くあると、不調の入札になることが容易に考えられます。コンサル等にゆだねるだけではなく、市の専門担当の皆様でそのような背景に十分な危機意識をもっていただき、適切で最大効果があげられる入札となるよう過分ともいえるような対策を練っていただき、最終的には議会で承認された工期の中で、市民に開かれた健全性の高いさらに防災拠点にもなる、そして愛される市庁舎を皆さんで作っていただければと思います。
	新庁舎を建設する場合には、設計者の選定においては、ご提案の趣旨を踏まえ、プロポーザル方式も含めた選定方法を検討してまいります。また、建設工事の施工者の選定においても、ご指摘をいただいた事項を踏まえて選定を行ってまいります。

	７
	「耐震補強・大規模改修」と「新庁舎の建設」の比較検討の結果により、「新庁舎の建設」に基本的に賛成です。

以下、要望事項です。

(1)　当基本方針(案)は、「新庁舎の建設」が相応しいと判断したことの根拠を示したものと理解しました。したがって、「新庁舎」の計画の内容については、説明会で回答しているように市民の要求は“市民の検討委員会を立ち上げ検討する”と有りますので、次の段階で市民に公表されるものと期待します。

(2)　設計工程には基本構想・基本設計・実施設計がありますが、“新庁舎建設の想定スケジュール”には基本構想がありません。基本構想の段階で市民の意見が反映されることが必要です。基本設計まで進んでしまうと基本的な計画に関わる変更には、市民の意見を反映させるのが難しくなります。従って基本構想から市民の意見が反映されるようなスケジュールと方針が必要です。

(3)　「新庁舎の建設」で決定ならば、設計諸条件を整理し「基本構想（案）」を作成し、再度、市民との意見交換により「基本構想」を決定し、基本設計に移るべきです。

(4)　基本構想の要望事項

①　シビックゾーンの充実

公共施設（市民会館・中央図書館、第二庁舎、第三庁舎等）、平林寺（みどり・歴史文化）、商店街、人・車動線、交通アクセス

②　建　物：

・市庁舎としての機能確保

・ホワイエ（コミュニティスペース）…シビックゾーンとの連携

・省エネ（断熱、屋上・壁面緑化）、自然エネルギー利用（太陽光・熱、雨水利用等）の採用

・防災拠点（耐震含め）

③　建設事業費

オリンピックによる施工単価の値上がりは大きいと予測されるので、再検討が必要である。また、工期の遅れ・技術者の不足も考えられるので施工者の選定には単なるコストのみで判断しないよう十分配慮する。

④　財政については将来に負担とならないように財政計画をする。
	新庁舎建設の基本設計の前に、新庁舎建設基本計画を策定する予定です。この基本計画は、新庁舎に備える機能の整備方針や規模・構造、敷地の配置計画などの基本的な建設方針を定めるもので、基本設計にあたり具体的な指針となるものです。基本計画の策定の際には、市民のみなさんのご意見、ご要望を計画に反映するために、市民参加の検討委員会を設置します。

なお、今般いただきました「(4) 基本構想の要望事項」については、基本計画の策定の際に参考にさせていただきます。
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